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         齊藤教授 

        内閣府 
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４．議  題 

 （１）“普通”の産業技術としてみた軽水炉発電（一橋大学大学院経済学研究科教授 齊藤

誠氏） 

 （２）第１２回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合の開催結果について 

 （３）鈴木原子力委員会委員長代理の海外出張報告について 

 （４）大庭原子力委員会委員の海外出張報告について 

 （５）原子力防護専門部会の構成員について 

 （６）その他 
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  て 

 （ ３ ）鈴木原子力委員会委員長代理の海外出張報告 

 （ ４ ）大庭原子力委員会委員の欧州海外出張報告 

 （ ５ ）原子力防護専門部会の構成員について（案） 

 （ ６ ）第３９回原子力委員会定例会議事録 
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 （ ７ ）第４０回原子力委員会定例会議事録 

 （ ８ ）第４１回原子力委員会定例会議事録 

 

６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第５０回の原子力委員会定例会議を開催させていただき

ます。 

  本日の議題は、一つが、“普通”の産業技術としてみた軽水炉発電ということで、一橋大

学経済学研究科教授の齊藤様からお話をいただきます。二つ目が、第１２回アジア原子力協

力フォーラム大臣級会合の開催結果について報告をいただきます。それから三つが、鈴木原

子力委員会委員長代理の海外出張報告。四つが、大庭原子力委員会委員の海外出張報告。そ

して五つが原子力防護専門部会のことについてご審議いただきます。六つがその他です。以

上の議題でよろしゅうございますか。 

  それでは、最初の議題でございますが。先ほど申し上げましたように、きょうは大変お忙

しいところ、齊藤誠教授にお越しいただきまして、“普通”の産業技術としてみた軽水炉原

子力発電と題してお話をいただきます。大変申しわけないのですけれども、１５分ぐらいで

ご説明いただいて、若干の時間質疑忚答ということにさせていただければと思います。よろ

しくお願いいたします。 

（齊藤教授）今ご紹介に与りました一橋大学の齊藤です。きょうは原発の事故の大もとになっ

た軽水炉発電のことに関して、経済とか経営の観点からいろいろな議論をしてみたいと思い

ます。 

  特に四つのことを議論したいと思います。一つはこういう原発技術のような専門技術をマ

ネジメントしていく上において、これは別に原発だけではないのですけれども、経営と専門

の分離をどう克服していくのかということが非常に重要になってくること。 

  もう一つは、リスクマネジメントにおいて工学的な発想と経営的な発想というのは本質的

に異なるということを指摘しようと思っています。 

  もう一つは、こうした事故が起きたときに軽水炉発電事業を再生していかなくてはいけな

いのですけれども、これは一種の事業再生の忚用問題なのですけれども、事業再生において

は事業の再生が組織の維持に対して優越しなくてはいけないという原則をお話ししたいと思

います。 

  最後に、三つの論点をまとめるような形で、原発経営においていわゆる健全な常識という
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のが非常に重要になってくることをお話ししたいと思います。 

  最初の経営と専門の分離ですけれども、事務局の方にお願いして、私どもの大学の同僚で

今商学部長をやっている沼上先生が１６日に朝日新聞の朝刊で書いた「オリンパス不正『常

識』で他部門に切り込め」という話を載せています。これはオリンパスの不正の背後に財務

部門の独走があったのですけれども、何でその財務部門の独走をとめられなかったというこ

とです。それは財務部門という非常に専門性の高い部署に対して、その部門の外側の人がな

かなか意見を言えなかった。常識的な発想で意見を言えなかった。あるいは逆にたとえ意見

を言われても口出しをされる側に素直に聞く耳がなかなか持てなかった。沼上先生はそうし

た背後に分野を越えて常識的な発言をする経営者層を形成されていなかったということ、こ

れは別にオリンパスだけではなくて、日本の大企業に一般的に指摘されるものなのですけれ

ども。こうしたことで個別具体、詳細にこだわって、現場のたたき上げだけの知識で経営が

なされていたために、分野を越えての対話がなくなってしまったということです。これは多

分恐らく電力会社の中にいる原子力部門に関しても言えて、そのことをちょっとだけお話し

したいと思います。 

  原子力部門というのはもちろん非常に特殊な技術で、そうしたもとで経営やリスクマネジ

メントをやっていかなくてはいけないのですけれども、あらゆるリスクファクター持った技

術を経営の中に持っていくときに、その組織にとって一番重要な根源的な意思決定をする経

営者がそうした専門の知識の詳細を知っていることのほうがまれです。銀行の経営者が金融

技術について詳細を知っているかというとそういうことではないのですが、しかし重要な意

思決定をするときに、その先端技術が持っている、ある種の本質的な側面ということをとら

えておかなくてはいけないと思うのですが、私は今回の事故に振り返っていろいろな資料を

調べてみたのですけれども、東電の経営者の側に軽水炉発電に関する非常に具体的なイメー

ジ、本質的なイメージがなかったということはちょっと驚きでした。 

  軽水炉発電というのはざっくり言ってしまうと、核分裂の反忚を制御するのですけれども、

その制御のために大量の水の速度と量を調整する一次冷却系の制御というのが本質的で、一

次冷却系を制御しながら核分裂反忚を制御していくということで、どちらかというと物理と

いうよりも化学の忚用なのですけれども。そういう意味では、一次冷却系のイメージがきっ

ちり根幹にあったらこんなことにはならなかったのではないかという気がします。 

  ここが非常に原理的によくわかっている話ですから、今いろいろとＥＣＣＳの機能してい

た操作ミスだったとかいろいろなことがありますけれども、ＥＣＣＳというのは一次冷却系
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の代替をするわけではなくて、一次冷却系の復旧に対する時間をかせぐための装置ですので、

今回地震や津波の後に一次冷却系の復旧というのは多分福島第一原子力発電所では難しかっ

たと思うのです。そうしたことで、多分経営の初動の判断としては、「一次冷却系が戻るか

どうか」ということがピンとこないといけなかったと思います。もし一次冷却系が普及でき

る見込みが数日内にあれば、ＥＣＣＳ等の稼動等をして時間をかせぎながら復旧に全力を注

ぐ。実際に福島第二原発はそうして復旧をしました。ポンプがかなり重要なダメージを受け

たのですけれども、数日内に復旧をして、それで一次冷却系を再稼動して、その間ＥＣＣＳ

を動かしながらどうにか。ただ、３日目になると福島第二原発の幾つかの炉はＥＣＣＳの水

源となっている圧力抑制室のプールの水が沸騰してぎりぎりのところでやっと復旧をした。

片や福島第一原発はそういう見込みがほとんどなかったので、多分基本的に経営判断として

は、一次冷却系の見込みがあるかどうかを現場に聞いて、現場が非常に難しいですという判

断をしていれば、ベント、注水という意思決定がなされないといけなかったのではないかと

思います。そういう初動の判断がないままにあったら、結局は経営に原子力の根幹的なイメ

ージがなかったのではないかと思います。 

  よく、安全ということを考えていく上で、想定外、想定内という議論が活発に行われまし

たし、ゼロリスクなんてそもそもあり得ないという議論もされました。しばしば浜岡の原発

の故障のときに証言に立たれた班目原子力安全委員長の発言をとって、「どこかで技術を割

り切らなくてはいけない、そうしないとものなんてつくれないのだ」という話があったので

すけれども、これは工学におけるリスクマネジメントで、どこかで妥協をしないといけない

のですけれども、では妥協したものが経営の中で収益の事業として位置づけられた場合、そ

れを越えて何かあったときにどうするかということは、経営者としては当然考えておかなく

てはいけないのです。 

  私が「原発危機の経済学」で書いた本の中の１２８ページから１２９ページに、かつて京

都大学原子炉実験所の所長をなさっていた柴田俊一先生の著述が引かれていて、柴田先生と

いうのは想定した予想を越えたときにどういうことをするのかということを常に考えていて、

第一に防御だけでなく、何段階もの粘り強い頑張り、最後は体を張っての防御こそが大事故

を防ぐために必要なのであるということを書いています。実際、柴田先生が管理運営されて

いた京大原子炉の上にはポリ袋にかなりの量のホウ酸を入れて、いざというときは炉上から

放る、それがまさに体を張っての防御こそが大事故を防ぐのであるということの体現だと思

うのです。 
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  どんなに地震や津波の防御をやったとしても完全な防御はないですから、それを超えた先

はハードウェアの対忚というのはないわけです。柴田先生がここでおっしゃられている、何

段階も先を考えて、最後は体を張ってというのは、これはハードウェア、技術的、工学的な

発想でのリスクマネジメントを言っているのではなくて、まさにソフトウェアの原発技術を

経営、維持管理していく責任がある人たちの間でのリスクマネジメントを言っているわけで

す。ですので、ハードウェアにあるということは、ある意味限界があるということは当然で、

その先をどうするかということに関して、今回いろいろと難しい問題を突きつけたと思いま

す。 

  津波の対策や安全基準が緩かった、強かったという議論がありますけれども、ただ、規制

体系の中で安全基準を定着させるためにはすごく時間がかかるので、どの時点であっても完

璧な規制体系というのはなくて、その完璧な規制体系に向かっていく間のトランジションの

間も安全性の維持運営、規制体系の枠組みの外側で安全を維持していかなくてはいけない。 

  そのときにいろいろな工夫が福島第一原発にはあったと思います。福島第一の１号炉は、

実は２号炉、３号炉以降と全く違って、外国のＧＥという外来の技術のものをそのまま持っ

てきた。２号炉以降は国産メーカーも参加して自主技術としていたのですけれども。そうし

た外来の技術で、かつもう既に経過年４０年近くたっていたものを運営していたということ

自体、非常に難しい問題を突きつけたのではないかと思います。 

  それとさらに、１号炉から４号炉まで今の原発技術から言うとそんなに新しいものではな

いものを地震当座は１～３号炉まで同じようなフォーメーションを同時に稼動させていたと

いうようなことも、ソフトの上でのリスクマネジメントがなかなかうまくさせていなかった

のではないかと思います。 

  こうしたハードウェアで対処していくというのは工学上の技術からくるリスクマネジメン

トなのですけれども、それは完璧でない状態のほうが当然で、それを越えてさまざまな運営

上のソフトウェアでのリスクマネジメント、極端な話、もう津波や地震対策が完璧でないと

いうことであれば、例えば非常に不安定な原子炉だった１号炉も止めてしまう、あるいは稼

動率を思い切って引き下げるということも一つのリスクマネジメントだったと思います。 

  そうしたことなので、軽水炉にすごく固有の起因した問題が今回の原発危機にあったとい

うのは、ちょっと考えにくいのではないかと思っています。そういう初動のミス、あるいは

技術状態を不完全なままのもので運転をしていたというようなことで。こうしたことが事故

原因になったのです。では、この事故を経済学的に見るとどういうことかというと、これは



－5－ 

ある意味でリスクをとって事業をやっていた部分で、リスクのロスが顕在化したとしか言い

ようがない。私の本の１８８ページから書いていますけれども、これは古い原発でもう４０

年の償却が終わりますから、それをずっと続けて継続すれば非常に低いランニングコストで

収益事業を営めます。そういう意味では安い運転コストで収益をかせいでいたのですけれど

も、先ほど言ったようないろいろなリスクを抱えつつの運転だったので、それが原発事故と

いう形で起きて損失を被った。 

  損失の規模はとてつもなく大きくて、細かい議論は抜きにしますけれども、震災の前と後

で東電の財務で企業が倒産する確率を市場がどう見込んだかというと、震災前は１０００年

に一度つぶれるかつぶれないかの企業だったのが、震災直後からの資本市場の動きを見てい

ると、大体１０年に一度ぐらいでつぶれるぐらいまで信用リスクは極度に上がりました。と

いうことは、もうかなりの程度で財務が悪化しています。 

  これは、単に資金繰りをつけてやればくぐり抜けられるというほど甘いものではなくて、

今機構が交付金の形でお金を出して、それを東電のバランスシートの中の債務から外してや

れば資金繰りがついて財務の健全性が保てるような議論がありますけれども、日本の会計制

度はそんな甘いものではなくて、実は今年６月の決算をして、独立監査法人の報告書の中に

意見書が出ているのですけれども、この意見書は通常の上場企業の意見書としては非常に異

例でした。継続企業としての適正判断をしているのですけれども、最終的に総会に提出され

たものは４ページにわたってずっと留保がついているぐらいですので、今年６月に通すので

もぎりぎりの判断だったと思います。来年６月も同じ洗礼を受けるのですけれども。 

  会計の原則の中の企業の継続性というのは別に帳簿上数字が通って資金繰りがついていた

らオーケーということではなくて、非常に蓋然性のある債務は認めるけれども、あてになら

ない債権は認めないということになります。蓋然性の高い債務というのは賠償負担であると

か事故処理負担であるとかそうしたもので、あいまいな債権というのは将来の値上がり益に

基づく資産ということなのですけれども。そうすると、後者は多分積極的な評価を受けませ

んから、非常に強い形で債務超過の可能性というのも考慮しないといけないようなことにな

っています。 

  そうすると、資金繰りがつくということと、財務健全性、ソルベンシーが成り立つという

ことは分けて考えて、後者に問題があるとすると、そうした事業主体に例えば事故処理を委

ねるとか軽水炉発電の運営を任せるというのは、これは会社更生原則からいうと非常にまず

い。通常、会社更生の場合は財務体質の健全性が損なわれるような組織にそうした経営を委



－6－ 

ねることでないような状態で、いったん更生の手続きにちゃんと入っていかないといけない

ような状態になっています。 

  最後に申し述べたいのは、今回の原発危機の事前にも事後にも余りに特殊な扱いをしてし

まって、原発技術が特殊だということなのですけれども、実際はそうではなくて、原発技術

自体に関しての経営や投資家サイドのいろいろな意思決定にゆがみがあったことと、実際に

事故が起きてからも非常に無理を重ねた形で、本質的な賠償の問題とか事故処理の問題、あ

るいは今後軽水炉発電というのを日本社会が放棄するわけにはいきませんので、軽水炉発電

事業をどう維持発展させていくかということを組織や規制主体の維持よりもさらに優先して

考えていくべきことだと思います。 

  そうしたことというのは必ずしも難しいことではなくて、先ほど言ったような技術の背景

の本質的なことを１個１個抑えていって、その中から合理的に帰結される形で事故の前も事

故の後も意思決定をしていけば、多分こんなことにはならなかったのではないかと思います。 

  ですので、そうした形での責任の所在を考えた上で今後の軽水炉発電を始めるとした原発

事業の再生ということを考えないと、そこの部分をあいまいにして財務上の表面的なつくろ

いでやっても多分どこかでほころびが出ます。 

  我々のタイムスパンは事故処理に当たっては半世紀というような時間スパンですから、こ

こで数カ月もつようなスキームでどうこうするというレベルではもうありませんので、もう

尐しドッシリと構えて、常識に沿った合理的な対忚をしていくべきではないかと思います。 

  以上です。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。大変重要なことを短い時間でお話しいただき

ました。 

  それでは、質疑をお願いいたします。鈴木代理。 

（鈴木委員長代理）きょうは貴重なご提言ありがとうございました。最後のところ、私の受け

取ったメッセージですが、本も読ませていただいたのですが、軽水炉の発電事業というのは

通常の産業技術として扱っていくことは可能であると。でも、今の仕組みではこの事故を踏

まえての仕組みでは難しいかもしれない。東電というか電気事業の維持と原子力の産業技術

としての維持は、産業技術としての維持を優先すべきであるということだと思うのです。 

  そのための最後の提言のところがお時間がなくて申しわけなかったのですが、損害賠償の

仕組みの話と、それからきょうお話しされなかった核燃料サイクルが軽水炉事業の重荷にな

っていないかという点について、もうちょっとよろしければご説明いただければありがたい
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と思います。 

（齊藤教授）今鈴木先生がおっしゃられたように、軽水炉事業というのは産業技術としてそん

なに筋は悪くないと思っています。冷却材も減速材も水ですし、水はいざとなればどこかか

らとってこられるという意味で。そういう技術を取り扱ってその発展技術を支えていくとい

うことを今後も社会は考えていかなくてはいけないのですけれども、そこの中に重荷になる

のが三つあります。一つは、先生がおっしゃられた核燃料サイクルの話です。核燃料サイク

ルを核燃料の確保という視点から考えると、やはり経済的には余りペイしないのと、高速増

殖炉は、私も専門ではないのですけれども、冷却材がナトリウムということで、軽水炉が持

っている技術的特性と比べるとはるかにレベルの違うものなので、これを実験段階を越えて

産業技術として定着できるか不安です。なので、どちらかというと、核燃料サイクルの部分

が尐なくとも経済的にはコスト的に軽水炉発電事業の足を引っ張っちゃっているのではない

かと思います。ですので、できればもう尐しストレートに使用済核燃料の量を貯蔵、処分し

ていくのかということを考えたほうがいいのではないかと思っています。 

  あと、賠償の問題と事故処理の問題は東電の財務にとってすごくサブスタンシャルな負債

を抱えてしまいますから、これはいったんどこかでどちらも外すことを考えないと、多分う

まくいけないのではないかと思います。 

  実際民間企業の債務を外すというのは、突然、あなたもう今日から借金なくなるよという

わけにはいかないので、いわゆる事業更生の手続きをとって、そこで債務超過があるかない

かを確認した上で、超過分に関してはまずは株主で、あとは銀行や社債保有者などの債権者

の債権放棄という形でやって、そこで一忚けりをつけて、さらに事業の分解、債務の分解を

すると、多分通常の再生スキームではなかなか無理だと思いますので、国有化みたいなこと

を考えないと難しいのではないかと思います。その上で、事故処理のことや賠償の問題をや

っていくほうが、よりその問題を直接解決するほうに帰するのではないかと思います。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございます。 

（近藤委員長）関連して伺いたいのですが、政府のとった取組は、おっしゃることについて議

論した結果として、賠償支援機構をつくったわけですが、おっしゃるところの問題点を念頭

に置いて考えると、東京電力をどうしようとしているのか、はっきりしていないと思います。

私はこれは、これからの関係者の裁量に委ねられているとみているのですけれども。先生は、

それについて、つまり今後のあり方についてはどうお考えなのでしょうか。 

（齊藤教授）多分今の機構の交付金を出して賠償の資金繰りをつけるということは、先ほど言
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ったような形で会計的にはなかなかクリアできない問題がたくさん出てきます。要するにあ

のスキームというのはそうやって融資をしつつ、将来の電力料金という債権を認めてやって、

それで緩やかにバランスシートで債権と債務をバランスしようとしているのですけれども、

会計の仕組みが債務のほうはきっちり入ってしまうのですけれども、将来の電力料金という

のは非常に不確実なものなので、これをなかなか入れ込むことはできないと思うのですね。

そうすると、なんかもう国会とかなんかの決議で電力料金の値上げのプランをあらかじめコ

ミットできるような仕組みがあればまた別ですけれども、そういうことでは多分ないと思い

ます。 

  そうすると、今のスキームでは資金はつけてあげられるのですけれども、いわゆる財務健

全性を保つ、根本的なところで財務を支える仕組みになっていないので、そこをやはりもう

一段進んで整理整頓するようなプロセスを通したほうが軽水炉の事業維持にも賠償の問題を

資金確保にも、多分半世紀以上かかる事故処理のためのバックアップにも、いずれの点でも

そちらのほうがよりよい結果が生まれるのではないかという印象を持っています。 

（近藤委員長）はい、わかりました。 

  では、秋庭委員、どうぞ。 

（秋庭委員）ありがとうございました。大変勉強になりました。 

  “普通”の産業技術としての軽水炉発電というテーマがとても新鮮に聞こえて、なるほど、

今まで普通の産業技術として経営していなかったのかと思いました。 

  私がお伺いしたいことは、きょういただいた先生のご著書の２０９ページのところに、国

家は何を引き受けるべきかというところがあります。今もご説明になられましたが、損害賠

償分を政府が肩代わりすべきではなく、国家が責任を持って引き受けるべきことは福島第一

を適切に後片付けしてあの敷地を再生することと書かれております。そうすると、損害賠償

は今言われたように、新たな仕組みをつくりつつ、国としては半世紀を目指してあの土地で

何をしていくか、今後何をやっていくかに集中すべきということでしょうか。 

（齊藤教授）どちらも重要な問題だと思いますので。ただ、損害賠償のほうは多分今の枠組み、

算定会かどこかのフレームワークで多分確定しないのではないかと思うのです。いったん今

の枠組みが終わった後に、この枠組みの外側で賠償金支払いの必要性を感じておられる主体

の方々がたくさんおられると思いますから、そこはやはりこれは民間企業の主体として考え

ていくべきなので、そこは当事者としての東電がやって、もし切り離せるとすると、こうい

う算定会とかがきっちり決めた部分に関しては国が責任を持つというような形で、それの先
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はやはり当事者の東電がやっていくべきではないかなと思います。 

  私はこの６月の末に原稿を書いたのですけれども、実は今のような規模で算定会が認定し

てくるとちょっと思っていなかったものですから、どちらかというとそういう司法手続きに

依拠しなくてはいけない部分がずっと大きいと思っていたのですけれども、実際は算定会で

認定するものも非常に大きかったので、ちょっとここは尐しだけニュアンスが変わってきて

いるかもしれません。 

  あと、事故処理は、私も専門家ではないのですけれども、今の一忚忚急的に小康を保って

いるという状態と事故を処理するというのはかなり非連続なものです。特に格納容器の水棺

が今はできないという状態はかなり厳しい。どこかで水に浸かる状態をつくらないといけな

いので、それがなかなかできないとなると、やはり事故処理だけでもかなり大仕掛けなこと

が必要になってきます。それは逆に最先端の技術者たちや技能やその日本の工学技術の英知

を投入してやっていかなくてはいけないときに、かなり経費や経済性に縛られた主体になっ

てしまうと、そういうところで、言葉は悪いですけれども、けちってしまうようなことをや

ってしまうと。やはりそういうところはお金と人的資本をきっちり事故処理に投下できるよ

うな状況は、財務健全性の問題を抱えながらやっている主体がやるのがいいのかどうかとい

うのはちょっと不安なのですけれども。よろしいですか。 

（秋庭委員）はい。 

（近藤委員長）大庭委員。 

（大庭委員）きょうはご説明ありがとうございました。“普通”の産業技術としての原子力と

いう切り口でのご発表、非常に印象深く拝聴しました。私の解釈でも、すべての産業技術に

はリスクがあって、それが普通であり、その意味では原子力発電の技術も軽水炉の技術も

「普通」であるとは思います。しかしながら、やはり原子力発電、軽水炉の技術の安全上の

担保は最大限の努力を必要とするという意味では、原子力技術は特殊とまでは思いませんけ

れども、「普通」といってもかなり幅があるのだろうと思っています。 

  ご発表の最後で、常識で大惨事は防げたのではないだろうかという点についてお伺いした

いのですが、常識というのは非常に大事だと思うのですが、何を常識と考えるか、は実はそ

の人の立場であるとか、信条によってかなり変わってくると思います。原子力の場合、経営

者が考える常識と、それから工学者が考える、技術者が考える常識というのがぶつかること

もあるし、ぶつからないこともある。この場合に、必ずしも経営者が考える経営的な常識と

いうのが正しいとも限らない。むしろ現場の工学者、技術者が考える常識というのが一般的
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な経営的な判断や、あるいは世間知というようなものよりも本質をつかんでいるような場合

もある気もするのです。すなわち、常識があるといったときに、その常識のすり合わせの部

分が大事で、常識があればというよりは、経営の中に健全に正しい判断ができるようなガバ

ナンスの体制が整備されていることが重要なのかと思うのです。これはかなり抽象的な話な

のです。その場合、先生がおっしゃる常識というのは、尐なくともここで見る印象だと、経

営者が、あるいは投資家がある種の常識を持っていればということだと思うのですが、それ

はどういうたぐいの常識なのか。ある程度工学的な知識というものを前提とした常識を経営

者が持つべきということなのでしょうか。 

  それから、経営者や技術者らそれぞれの常識がぶつかり合うときにどのような形にすれば

企業ガバナンスとして特に安全上の担保という意味でよりよいシステムを構築できるのかと

いうことについてちょっとお伺いしたいと思います。 

  以上です。 

（齊藤教授）非常に難しいのですけれども、先ほどの軽水炉発電というのは通常の火力発電所

とか水力発電所と同じように通常の電力生産技術として定着して、日本は危機が起きる前に

５４基もありました。電力会社というのはそういう発電をしてコストを上回る収益を生んで

いるし、そこにお金を投下している株主や社債保有者は非常に高い利回りを得てきたわけで

す。そういうときに事業をやっていると必ずリスクとリターンがあって、高いリスクを抱え

ていたらリターンが高くなるということです。ここの感覚が多分経営者の感覚なのだと思い

ます。要するにこれ以上リスクを背負っていると、ちょっと元も子もなくなるみたいなこと

がある。そこはおっしゃるように、ファジーな知識ですけれども、例えば遊園地を経営して

いる人が、ジェットコースター、もう減価償却も何も終わって維持費もすごく安くてやって

もうかるなと思っていても、これを動かしていて何か事故が起こったらもう我が社は傾いち

ゃうなと思ったら、多分まだ動きそうでもリタイヤさせると思うのです。そのぐらいに多分

明らかだった技術状態ではなかったかと思います。 

  福島第一と美浜と敦賀の最初の炉は古いだけではなくて、通常ですとメーカーは何々です

と書くと、ＧＥとかウェスティンハウスの横に東芝や日立の組み合わせとなるのですけれど

も、それらの三つの炉というのは製造者自体、設置者もみんな基本的に外来で、その以降、

日本の技術陣やメーカーが非常に投下して自主技術化をしていったのですけれども、やはり

ちょっと。もちろん導入のときには仕方ないですけれども、こういうのを残しておいていい

のというのはやはり何か経営者感覚としてあるべきでした。４０年も経過していますから、
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今の新しい技術を考えると、やはり全然違うわけです。そういうようなことを考えておくと

いうのが、事前にはあったのではないかと思います。 

  それだけ古い炉ですから、ある意味廃炉や何かという決定とはしやすいわけです。そうし

たときに、もちろん炉心溶融や何かが起きないに越したことはないのですけれども、やはり

そういうおっかない技術で金もうけしている主体が万が一起こったらどうするかということ

は、やはりどこかで考えておかないといけないと思うんです。 

  その破片がちょっとでもあれば、もし真っ当な経営者だったら、仮にイフで炉心溶融の事

態を懸念しなくちゃいけないようなことがあったときの意思決定のプロトコルみたいなこと

は想定していて当然だと思うんです。それが僕は軽水炉発電の根幹を支える一次冷却系の復

旧の回復度に忚じた意思決定というのが頭にあれば、私はそんなに初動を間違えないででき

たのではないかなという気がしています。もちろん僕が勘違いをしているのかもしれません

が。そんなに特殊な、技術が厄介だからというよりも、その技術の古さ、更新状態、あるい

は本当に万が一の事故に関する想像力というようなことがあれば、尐なくとも圧力容器の外

側に溶けた核燃料が出ちゃうようなことはなかったのではないかと思います。炉心溶融が起

こったとしても、スリーマイルのときのように中で抑えることができたんじゃないかと思い

ます。 

（近藤委員長）私、そこは大変重要なご指摘と思いますが、余りいろいろなことをごちゃごち

ゃしないほうがいいと思うのです。経営層が原子力部門に対して経営からのリスク管理に係

る統制が適切になされていたのかという指摘は、私にとっては極めて適切な問題提起。経営

者層の経営哲学が原子力部門に伝わるコミュニケーションの場がちゃんとできていたのかと

いう問題ですね。で、できないから、当該プラントが古くて経営リスクの大きなものだった

のに、抱え続ける羽目になったかとおっしゃるのですが、原子炉に対する評価は正しくない

のかもしれない。ただ、経営リスクを真摯に考えて経営していたのか、そして、そのリーダ

ーシップが現場に浸透していたか。いたとしたら、もっと適切な事故のマネジメントができ

るはずだったのではという問題提起で十分ではないでしょうかね。 

  私は日本の電力経営者はほとんど技術知らない人だと、そういう人が社長さんになってい

るというそういう経営層を見ていて、それ自体の是非論というのは余り本質的課題ではない

のだけれども、その結果として、経営会議なるものが本当の経営をしていたのか、原子力の

問題についてはもう原子力担当に任せておこうよという雰囲気で、原子力部門に経営者のリ

スク管理センスを反映させることがおろそかになったとすれば、それは大問題だと、そうい
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う意味で先制のご指摘は非常に重要と。最近のオリンパスの問題は財務という専門部門に対

して経営がお任せであった。専門家に勝手にやらせていたか、あるいは経営者が経営者であ

ることを忘れて狭い視野でそういうことをやってしまったということかと思うのですが、電

気事業のトップの経営哲学のあり方、そしてそれに基づく統制のあり方に課題があるのでは

というのは、私は非常に重要なご指摘だと思っています。世界各国の原子力を運転している

電力会社を歩いてみて、日本は何かちょっと違うかなという感じを持っていたものですが、

そういう切り口でみると違いがわかる気がしますね。他方、１号と２号、３号、４号が技術

的に違うとか違わないというのは、テクニカルな議論であり、しかも、いろいろな議論があ

るとは思うのです。 

  ついでに、もう一つ。通常の産業というとき、通常とは何かという定義の問題があるよう

に思いました。原子力産業は通常の産業でないという議論も大いにあり得る、つまり、ポテ

ンシャルハザードソースがこれだけ大きい、大きな被害をもたらす可能性を持っている産業

というのはほかにあるか。ないからこそ、原子力発電は特許産業であるわけであって、交通

産業とかもそうかもしれませんね。どうも通常というよりは、そうでない産業ではと思うの

です。で、通常の産業と勘違いしていなかったかいう切り口もよく考えなきゃならないこと

だと思います。原子力損害賠償制度なんかも通常でないからこそそういう制度が設計され、

議論され、パーフェクトとは言えないけれども、とにかくそういうものをつくらざるを得な

いということがあったということからも通常ではないはずだったのに、と思います。 

  勝手に話題をずらしてしまって申しわけありません。尾本委員どうぞ。 

（尾本委員）最初に二つほど感想を言わせていただきたいと思います。私が二つといった最初

の点は、まさに近藤委員長が今おっしゃった点。要するに技術に対しての経営のガバナンス

という点で、先ほど冒頭に現場のたたき上げで経営陣が構成されて、分野代表で構成されて、

個別の分野の代表を尊重する形で、いわばいい言い方をすれば尊重する形で意思決定がされ

ていることについては私の知見に照らしてみても、確かにそういう問題があったと思います。 

  それから二つ目の感想は、技術的な点については一部誤解があるのではないかなと思って

いまして、特に一次冷却系を速やかに復旧できるめどがあったのかということなのですけれ

ども、これは恐らくおっしゃっていることは、長期的な冷却、格納容器と原子炉の冷却とい

うことだと思うのです。安全防護設備というのは別にＥＣＣＳだけではなくてほかのものも

あるわけですから、その中で事故を長期的に冷却する機能というのを持たせる、これは当然

のこととしてあって、そこに対しての速やかにそういうことを考えるという点がどうであっ
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たかという問題はあるかと思いますけれども、一次冷却系とＥＣＣＳというのは当然一次冷

却の機能とＥＣＣＳとは基本的にはそういう点で違いがあるというのは当然だと思います。 

  それから、古い炉がということがありましたけれども、古い炉がいいかどうかというのは

別にして、万一の海水の取水の手続き、これは私の記憶では昔の炉のほうがちゃんとした設

備が実はあるのです。事故後長期に格納容器内を海水でフラウジングするというのは設計ベ

ースになっていたのです。あるフランジを取り外せばそれが可能であると。しかし、動力が

ない条件ではそれが残念ながら今回できなかったから、動力さえもってくればそれができた

はずなのですけれども。 

  それはさておいて、私の質問は、最後のところで、おっしゃったことは要は資本注入をし

ていっても国有化しないと問題の先送りになってしまうのではないか、東電に関しては、と

いうことだろうと私は、簡単に言ってしまうとそういうことかと受け取ったのですが。東電

を国有化するというのは問題の一部、当面する非常に重要な問題の処理ではあるのですけれ

ども、原子力を継続する、何らかの形で存続させるとする場合に、東電だけを国有化すると

いうことではなくて、じゃあほかの場合はどうするのかと。連帯としてやはり慶應義塾大学

の竹森教授が指摘されていますけれども、いわゆる国策民営という考え方の下に、リスクが

国家によってエンドーズされているという側面があったのではないかと。だから、リスク管

理においては甘さがあったのではないかと、そういうことをおっしゃっていて、それに関係

すると思うのですけれども。長期的に原子力を維持する場合に、どういう体制でやっていっ

たらいいのか、それを東電の問題だけを越えてどんな見方なのかを聞きたいのですが。 

（齊藤教授）最後のほうから。国有化というのはずっと国有化をするということではなくて、

事業再生のプロセスとしていったんブリッジとして国有化をするということですので、国が

ずっと例えば原子力発電事業をやっているとか、火力発電事業や送電事業をやっているとか

そういうことではなくて、財務上の問題を非常にシリアスに抱えているので、そこを整理整

頓して、金融機関や投資家の債権放棄とかというようなことも視野に入った中で、財務のほ

うでいったん整理をして、国有化はその時点で手続きを終える。最後、ただ多分私は事故処

理の事業体は国の中に置いておかないといけないと思うのですけれども。発電や送電や配電

のところの事業はもちろん民間の主体、原発も軽水炉発電はまた民間のほうへ新しい事業体

に戻していくべきです。電力事業を国有化すべきとかそういうことではないので、中長期的

にはほかの電力会社が電力事業をやっているのと同じような形を考えないといけないと思い

ます。 
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  私も専門ではないので、ＥＣＣＳが冷温停止へもっていけないということはやはり非常に

重要な点ではないかと思います。福島第二原発は交流電源も確保できましたし、ポンプの修

復も数日内にできた。けれども、結局ＥＣＣＳは本当に忚急的にどうにか状況をもたせてい

るだけで、本格的な冷却が始まったのは、一次冷却系が動いて、それも炉によっては１日か

かってやっと冷えたというような状態でしたから、やはり一次冷却系自体で本質的な解決し

かできないというのは、尐なくとも細かいことはあるのかもしれませんけれども、経営サイ

ドの意思決定としてはそのぐらいざっくりととらえていたほうが僕はよかったのではないか

なと思います。 

  それと、経営者と専門技術の間の近藤委員長と尾本委員の意見ですけれども、これも私が

経営の場に立っていないので何ですけれども、委員長、尾本委員がおっしゃられるような部

分の部門を越えたコミュニケーションが絶対必要だと思うのです。それが部門ごとに分かれ

ちゃって、財務村、原子力村、火力村みたいなことになっちゃうと、やはり真っ当な経営は

できないと思うのです。そういう一般的な議論の中にも、「この炉を動かしていていいの

か」という論点も含めてよいのでないかと思います。例えば、本にも書いたのですけれども、

福島第一の１号炉って新幹線で言うと０系に相当するわけです。今は７００系なのに、細か

な部分だけでなく、やはり全然乗り心地も早さも違っているのだけれども、原発もそうなっ

てならなければならないとか、そういう感覚の中で先の古いジェットコースターを運営して

いくときの危険意識みたいなのと同じで、そういうコミュニケーション自体が具体的な対象

の中で議論されているほうがいいんじゃないかなと思います。 

  ですので、個別的に見えることと、部門を越えた、専門を越えたコミュニケーションとい

うのはすごく親和性が高いのかなと思います。すみません。 

（近藤委員長）原子力発電所の場合、新幹線の場合と多分違って、アメリカでは寿命６０年ま

で、４０年だったのを６０年まで運転許可をだしているのですが、さらに８０年使えないか

というような議論も始められています。古い設計でも最も最近のプラントと同じ安全目標を

満たすように絶えず直し、運転操作方法を工夫し、さらにはシビアアクシデントマネジメン

トプロシージャーといいまして、炉心損傷が起きることを前提にして、そのときでも環境に

放射性物質を出さないためにどういう操作をするべきかということについても検討の上、整

備しつつ、トータルとして最新の安全目標を満たすようにして、そうしているのです。それ

には当然費用もかかる訳で、それを経営としてそこまでしなくても、そろそろ変えた方がい

いじゃないかという提案ももちろん経営判断として議論されていると思いますけれども。問
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題は、そういうことの確認というか、それがプロフィットセンターとして美しい姿でそうい

う性能を実現しているのか、無理をしているのかという経営者から見た判断というのが別の

答えになるかどうかですね。そこのところは大変に興味深いところですが、いま答えを持っ

ていません。でも、重要な視点だと思っています。きょうは大変に刺激的なお話をいただい

たと思いますので、尐し頭を冷やして勉強させていただきます。 

  きょうは本当にお忙しいところ、どうもありがとうございました。 

  それでは、次の議題に移らせていただきましょうか。 

（中村参事官）２番目の議題でございます。第１２回のアジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣ

Ａ）の大臣級会合の開催結果につきまして、内閣府の梶田大臣官房審議官より説明いたしま

す。 

（梶田審議官）それではご説明をさせていただきます。先生方には先週１６日金曜日の大臣会

合にご出席いただいていますので、ご報告はごくごく簡単にさせていただこうと思います。 

  この１６日の前日、１５日にこの閣僚会合の準備会合として上級事務会合を行いました。

そこでいろいろまとめたものを大臣会合で報告させていただいたわけです。この１枚目の写

真にございますように、細野大臣ほか各国から閣僚級ご参加いただいています。タイ、バン

グラデッシュ等４カ国からは、後ろのほうにリストをつけておりますけれども、実際大臣に

もご出席いただきました。福島事故後でございますが、日本への関心、それから原子力への

関心が引き続いて各国で高いというのが出席者の範囲から伺えます。 

  昨年３月にコーディネータ会合を福井で計画しておりましたが、その直前の事故以来、こ

のＦＮＣＡの活動としても若干いろいろスケジュール変更等しておりましたけれども、今回

また改めて各国にお集まりいただいて、２ページ目にございますように、細野大臣の開催あ

いさつの後、従前の例にならって各国からカントリーレポートをご報告いただきました。中

国、韓国、ベトナムについては引き続き原子力を積極的に進めるという報告がございました

し、またバングラデッシュからは５０年前にストップしていたルーパー原子力サイトを新た

にもう一度活用し直して、ロシアと原子力協定を結んでこれから建設を始めるのだというよ

うな具体的な報告もございました。一方で、タイについては昨年３月には原子力政策、原子

力をどうするか決めるという予定までいっておりましたが、福島の事故で３年ほど計画見直

し期間を延ばすのだとか、あるいはフィリピンやインドネシアなどでも原子力は重要だけれ

ども、リアセスメントが同時に必要になったというような報告もございました。 

  総じて申し上げれば、福島事故の後、原子力政策を大きく変えるという決定をした国はご
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ざいませんが、継続するにしても再評価は行うというような雰囲気ではございました。その

際には、福島の情報もそうですし、それからパブリックインフォメーション、アクセプタン

スに対してどう答えていくかというところの方法論について非常に各国の関心が高まってお

りました。これは各国の報告からそういうことが伺えます。 

  それに続きまして今回の会合では、２ページ目の（１）以降に今の各国レポート以外のと

ころのトピックを紹介しておりますが。特別セッションとして、尾本委員から福島事故のレ

ッスンラウンドにていろいろご報告もいただきましたし、それから原研、内閣広報室からは

いろいろ現在の除染等の対忚状況ですとか事故広報の状況などもご報告いただきました。 

  先に飛びますが、そういう報告をもとに、右側３ページ目にございますように、各国の代

表団には実際に現地福島の除染サイト、あるいは津波に襲われたエリアなどにもサイトツア

ーということで見ていただきまして、レポートプラス現地での実地視察ということで理解を

深めていただいたというのが今回の一つの特徴、ポイントでございます。 

  ２ページ目に戻りまして、あと今後の今申し上げたように各国のリアセスメントというよ

うなことで各国とも原子力を進めていくに当たって再評価に時間を要する面がございますが、

どういう方向に今後かじを切るにせよ、人材の確保というのが非常に重要だということと、

繰返しになりますが、ＰＡ、パブリックインフォメーション、関係者の理解というところを

どうしていくかというのが非常に重要で、その部分についてさらにこのＦＮＣＡとしての活

動を強化していくべきだというような議論がございました。 

  あと、放射線利用につきましてはＦＮＣＡのいろいろなプログラムで実績が上がりつつあ

るのですが、それをさらにアジアはもとより世界的にも理解を深めていただくために、エン

ドユーザーなり関係者に参加を呼びかけて理解を深めていく活動にＦＮＣＡとしても尐し活

動の幅を広げていくべきだというようなご議論もありました。 

  そういうご議論のもとに、３ページ目の冒頭にありますように、決議を行っております。

これにつきましては詳しいものは最後に添付資料５としてつけておりますのでそちらのほう

をごらんいただければと思います。今私申し上げたような活動を今までもやってきましたが、

今後もしっかりやっていこうというようなことを確認したところでございます。 

  今回のＦＮＣＡ閣僚級会合は以上のような次第でございます。実際に現地も秋庭先生とか

見ていただいていますし、この後の質疑でまた追加させていただければと思いますので、ご

報告は以上とします。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 



－17－ 

  それでは、ご質問ありましたらどうぞ。 

（鈴木委員長代理）質問というよりはご苦労さまでしたということと、それから感想なのです

が、福島の事故後初めての大臣級会合ということで、私もコーヒーブレークなんかでいろい

ろお話を伺ったのですが、印象としては予想以上に日本からの情報発信に対する、私はもう

ちょっと厳しい批判があるのかと思ったのです。最近は大分改善してきて、情報共有が進ん

でいるなという印象を持ちました。ただ、今後の対策についてはまだやはりかなり注目して

いるところがあって、除染の問題と廃止措置についてさらに国際的にも情報共有してほしい

という話がいっぱい聞かれましたので、この点については今後またやっていただきたい。 

  それから２番目は、秋庭委員が講演されたところなのですが、やはりかなり気にされてい

たのが世論への影響ということで、この点は余り会合では時間がなかったので議論されなか

ったのですが、何人かの方がやはりインパクトは非常に大きかったと。短期的には今それほ

ど大きくなっていないのだけれども、今後の日本の動向を非常に気にしているということを

言われましたので、そのパブリックインフォメーションのところの重要性は今後まさに増す

のかなという感じがありました。この２点が印象的でした。 

  最後は私の個人的な感想なのですが、核不拡散とか保障措置とか核セキュリティの３Ｓと

いう言葉が、前回はかなり強調された気がするのですが、今回もちろん安全性が中心だった

のでそれはある意味では当然なのですけれども、せっかくの３Ｓ前回注目されたことについ

ても今後もやはり忘れずに継続していくべきだなというのが私の印象です。 

  以上でございます。何かもしコメントがあれば。 

（梶田審議官）レゾリューション、決議案をまとめる際に、セーフティ、セキュリティアンド

セーフガードと、これ三つ必ずセットで議論しており、決議案にも何箇所かに３Ｓが出てき

ます。たださはさりながら、インパーティキュラリーな問題はというとセーフティというこ

とで今回はここに関心がございましたので、決議案の（１）は、セーフティのみに対象をし

ぼったという経緯でありました。そういう議論をしていますと必ずオーストラリアとかいろ

いろな国から、いや、セキュリティも同等に大事だというのも議論としては出てまいりまし

て、皆さんの関心事項には当然含まれております。 

（鈴木委員長代理）はい。 

（秋庭委員）どうも本当にありがとうございました。私も初めてＦＮＣＡで広報についてお話

しさせていただきましたが、十分に伝わったかどうかというのがちょっと自信がありません。

もうちょっとすっきりとしたまとめ方があったのかなと反省もしています。ただ、先ほどか
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ら話がありますように、それぞれの国においても福島事故は大変世論に対して影響があった

ということを伺い、そこからいかに信頼性を確立するかということに大変重要に思っていら

っしゃるということをひしひしと感じました。 

  そこで、やはり今必要なことというのは、専門家はもっと人々と一緒になってやるべきだ

ということをご提案しましたが、そういう市民活動のようなことを通じてそれぞれの国に原

子力やエネルギーに対して考える土台づくりということが今やるべきことなのかなと思って

います。 

  もう一つ、今回私は福島に同行させていただき、そのときに車中でいろいろお話しさせて

いただきましたが、事故が起きてから放射線の知識について皆さんにお伝えするということ

は大変難しいと感じております。ですから、ぜひアジアの国々でも日ごろから子どもたちへ、

また一般の方たちへ放射線の基本的な知識についての教育が重要だということをお話しさせ

ていただきました。そのことについては参加なさった方々もそのとおりだと同意していただ

きました。 

  その福島のことを尐しお話しさせていただきますと、そのときにも皆さん大変関心をお持

ちでしたが、余談ですけれども、寒さ対策というところが言ってなくて、コートを着てない

方もいらっしゃったりして、もうちょっと言えばよかったのかなと思っておりました。事務

局が、使い捨てカイロを用意していましたので、とても喜ばれました。 

  除染活動のところも大変関心を持って熱心に皆様も質問されていましたし、何よりも写真

を見ていただくとわかりますように、森林地域なので、その森林の除染ということがどんな

に大変かということを痛感なさっていました。でも、寒さに負けず、熱心に皆さん質問なさ

っていたので、本当に同行していって私も勉強になりました。ありがとうございました。 

（近藤委員長）大庭委員。 

（大庭委員）私は残念ながらこの日は一日中公務がありまして欠席せざるを得ず、非常に残念

に思っております。その上で一つコメントです。アジアにおいてもいろいろな状況があると

思います。もう今後以上に積極的に推進するという国から、パブリックアクセスタンスの観

点から原子力の導入について慎重になっている国もあります。その上で、多くのアジアの

国々が原子力の平和利用ということに非常に関心を持っているということを改めて感じまし

た。今後ともＦＮＣＡがアジア各国との情報共有を行う場として、そして日本がアジアの状

況を冷静に把握する場として活用されることを願っております。 

  その意味からいって、今回インドネシアのところであるのですけれども、これは６ページ
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になりますが、来年はＦＮＣＡの第１３回の閣僚級会議をインドネシアにおいて開催すると。

それは単に日本が支援するというよりは、アジアの各国が一緒になって原子力の平和利用に

ついて考え、そしてその導入の問題点についてさまざまな点を共有するという点で非常に重

要だと考えた次第です。 

  本当は除染活動への感想はどうだったのでしょうということをお伺いする予定でしたが、

秋庭委員がすでにお話しくださいました。改めて秋庭先生のご紹介なさった森林での除染活

動以外で、もし参加者の中で何か関心の向きで印象が深いことがあれば教えていただきたい

と思います。いかがでしょうか。 

（秋庭委員）たまたまモデル事業としてちょうど森林部分にかかった公園、市民公園のような

ところなのですけれども、そこで活動を見ました。それと、ちょうど通ってくるときに福島

から南相馬に行くまでの間も森林が大変多いところなので、やはり皆さん森林に大変関心を

持っていらっしゃいました。 

（大庭委員）そうですか、わかりました。 

（秋庭委員）あとは津波で被害があったところに海岸の地域に行きましたので、ここをどう回

復していくのか、そこのところも大変関心を持たれておりました。 

（大庭委員）ありがとうございます。 

（近藤委員長）尾本委員。 

（尾本委員）木曜日も金曜日も両方とも会合に出ていましたので、つけ加えて言うことは余り

ないのですが、尐し補足というか感想を３点ほど。 

  全体としてコーヒーブレークの間の参加者との会話が重要で、それを通じての３点なので

すが。一つは、人材育成がやはり非常に大きなテーマで、各国ともとにかくそこが重要です

ねということを言っていたのが印象的でした。ただ、人材育成といっても、基礎的な原子力

の教育に関しては随分もうやったと。例えばベトナムなんかはもう随分やってきて、今後重

要なのはもっとより直接的な、例えばハンズオンエクスペリエンスといいますか、実際的な

体験を通じて知識を取得するといったことが重要で、そういったところが今後重要性を増し

ていくのかなというのが一つ。 

  それから二つ目は、そういう支援をするときに、いろいろなところが支援をしている。例

えばヨーロッパもアジアの支援をしていますし、それぞれ重複しているところがある。それ

を防ぐためにはいわゆるコーディネーティッドサポートというのが必要で、そのためにはど

こがそれぞれの国において弱点といいますか、インフラ整備上不足しているのかということ



－20－ 

をよくお互いに認識した上でということなのですが、それが余りされていないまま重複性が

あると。これは例えばＩＡＥＡがエニアミッションでまさにどこが弱点なのかということを

お互いによく認識するためのツールなのですけれども、そういう成果をうまく生かして重複

がないように、かつ効果的に国際的な支援をしていく必要がある、というのが二つ目の感想

です。 

  それから三つ目は、日本からの情報発信が、事故に関してなのですが、有用であったと。

これは一種外交辞令が結構あると思っていまして、実際に参加者からはここら辺がよくわか

らないんだけれどもということをずいぶんいろいろと聞かれました。その中には当然これは

わかっているだろうと思っていることの中で、実は受け手からすると前提になるよくわから

ないところがあると、そういうこともよく考えてやらなければいけないということかと思い

ます。 

  そして、これはＦＮＣＡだけではなくて、ほかの方も私が海外に行って話をした場合に痛

感することなのですけれども、誤解がいっぱいあると。例えば幾つか例を挙げますと、福島

第一原発４号機の使用済燃料のプールの底にはまだクラックがあって水が漏れているんじゃ

ないかとか、それから今回の地震では設計加速度の３倍の地震が１Ｆを襲ったそうだねとか。

それから、日本政府は相変わらずＩＮＥＳのスケールのレベル４を主張しているようだとか、

びっくりするようなことを随分聞かれました。やはり日本の情報発信が玉石混交で、重要な

情報がどこにあるかよくわからないような格好でなされていると。それから、我々は当然と

思っても、向こうは必ずしも当然でない、その前提になっていることがよくわからないと。

そういったことも含めて情報発信については反省すべきところがいろいろあると思います。 

  それから、最後蛇足なのですが、先ほど鈴木さんが３Ｓの重要性を言われて、それはもち

ろん重要なことなのですけれども、ただ留意しておかなくてはいけないのは、開発途上国は

３Ｓということについてある程度反発があるということなのです。というのは、彼らはサス

テイナブルディベロップメントのために原子力をやっているわけであって、３Ｓはもちろん

それをやる上での前提条件としてちゃんとこれを守らなくちゃいけないことは重要だけれど

も、先進国側からはサステイナブルディベロップメントの支援というよりも前に３Ｓ３Ｓと

言われることについての反発というのがあって、特にＧ７＋チャイナ、ＩＡＥＡで言えばで

すね、そういうことも留意して話をしなければいけないということかと思います。これは余

計な感想なのですが。 

  以上です。 
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（梶田審議官）コメントをいただいたので、反論ではなく、私も印象をひとこと。尾本先生ご

指摘の人材育成の関連が本当にご指摘のとおり関心高かったのですが、その関連で、前日の

事務レベル会合の際にも相当議論になりました。実は例年ですと、過去の会議ですと、日本

の文部科学省ではこんなセンターをつくりました、こんなプログラムを使ってください、韓

国はこんなプログラムがあります、ぜひ使ってくださいと、みんなが競い合って紹介しあう

ような雰囲気があったのですが、ことしの場合、韓国は日本の文部科学省のプログラムであ

るアンテックのプログラムのこういうところを利用しつつ韓国のセンターでそのフォローア

ップ研修を受けてほしいとか。中国はセキュリティセンターをつくったんだけれども、これ

をぜひ日本とか各国と共同利用で研修に使ってほしいとか。インドネシア等からはリサーチ

リアクターを基礎勉強プラス実機でのトレーニングのために共同で使おうじゃないかという

ような、一緒になって人を育てようという雰囲気が非常に今回強く出ておりまして、今後Ｆ

ＮＣＡでもコーディネータ会合なりパネル会合の際にはその各国の人材育成プログラムを共

通で何かしてうまく組合せたプログラムづくりというのを今後やっていくことができそうだ

という感じを、今回の会合を通じて持ちました。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  それでは、この議題はこれで終わります。どうもありがとうございました。 

（中村参事官）それでは、３番目の議題でございます。鈴木原子力委員会委員長代理の海外出

張報告につきまして、鈴木委員長代理よりご説明いただきます。 

（鈴木委員長代理）１泊２日で韓国水力原子力公社の方々を中心とする方々を対象に講演会を

したのですが、エッセンスはそこに書かれているように、むしろ私の講演の後のパネルディ

スカッションのことを書いています。 

  大きく一つ目が、今尾本委員からもありましたけれども、情報共有についての質問がやた

ら多かった。足りなかった、遅かったという、遅い、尐ない、不正確という非常に厳しいご

批判がありまして、それが一つ。私がさっき申し上げたのは、それは事故直後のことで、最

近は大分よくなってきたということを言われたのですが、要するにご指摘のとおりまだまだ

不正確なところがあるかもしれないと。 

  もう一つは重要なところで、メディアの方々から政府間の共有はできているのかもしれな

いけれども我々まで知られていないとこういうご批判があって。今週のネイチャーに出され

ていた社説にもあったのですけれども、日本で政府以外の信頼できる科学情報機関がないと

いうことを指摘されていたのにつながるのですが、どうも韓国のメディアでは政府見解以外
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のいろいろな情報がいっぱい出ていたのに、日本の報道を見ていると政府の公式見解と同じ

ようなものしかないというご批判があって。そんなことないとは言ったのですが、そういう

印象があるということは間違いないということなのですね。 

  それから、いい面では日中韓で協力がこれで進むんじゃないかという話と。これをもって

エネルギー政策も新しい時代に入るのだという肯定的なご意見もありました。それから、燃

料サイクルのご質問はやはり出ました。 

  それから最後に、輸出の話についても質問が出ました。韓国の現場で仕事をされている

方々から、従業員の健康について大変心配しているということも言われました。 

  最後に、講演の場ではない意見交換の場で出たこととしては、先ほどちょっと申し上げま

したけれども、世論の動向にかなり気にしていまして、韓国大統領選挙では話題になるかも

しれないというぐらいにだんだん尐しずつ反対の意見が高まっているということを言われて、

それが一つ印象的でしたのでご紹介です。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  ご質問ありますか。 

（秋庭委員）ありがとうございました。韓国では新設するという予定になっていますが、今の

お話だと世論ではだんだん反対の気運も高まっているということですが、それとの関連につ

いて何かお話がありましたら。 

（鈴木委員長代理）いや、今のところ新設は予定どおりなのですが、長期的に今申請しても建

設中のものが許認可段階、それはうまくいくだろうと。問題はそれ以降の話とか、一番気に

している廃棄物の話のところがやはりちょっと影響が出るかなと。それから、争点になるこ

と自体が今まで余りなかったので、それもちょっと心配しているということです。 

（秋庭委員）ありがとうございました。 

（近藤委員長）よろしいですか。 

  それでは、次。 

（中村参事官）４番目の議題でございます。大庭原子力委員会委員の海外出張報告につきまし

て、大庭委員よりご説明いただきます。 

（大庭委員）全部読み上げてしまいますと長くなりますので、簡潔にお話ししたいと思います。 

  １２月４日から１１日にかけて、ヨーロッパ各国を回ってまいりました。原発から撤退す

ることを決定したドイツ、ＥＵ関係者や欧州議会、またベルギー政府関係者の方々にお会い
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するためにブラッセル及びルクセンブルグ、そしてＯＥＣＤ／ＮＥＡ及び国際エネルギー機

関（ＩＡＥＡ）の関係者に会うということでパリ、原発を今後も維持推進していくと決定し

たイギリスという日程を組ませていただきました。 

  報告概要につきまして、個別でどういうお話をしたかについて列挙してありますが、これ

らを読み上げてしまいますと非常に時間がかかってしまいますので、４番目、７ページに飛

びますけれども、総括というところで尐し個別の話も必要とあればお話ししたいと思います。 

  そもそもこの出張は、ヨーロッパは原子力に関連してどのような状況にあるのか、原子力

やエネルギー政策の議論及びそれの推進についてどのような状況なのかということについて

把握するために、関係者と意見交換するというのが目的でございました。今回の出張によっ

てはっきりと認識したことは、一部の国が福島の後に脱原発の方針を決定する一方で、推進

や新規導入の路線を堅持している国も多く存在しているという、ヨーロッパで二分化の状況

です。 

  このあたりはどういう要因が対忚を分けているかといいますと、これまでの原子力及びエ

ネルギー政策についての議論は各国それぞれの特徴や経緯がありましてそれを反映している

ということ。特にドイツは平和利用の観点からではない観点からの脱原発の議論がかなり前

から存在していたという特殊な事情があるということを改めて認識した次第です。 

  それからもう一つは、パブリックアクセスタンスについての状況も、相当各国ごとに違う

ということです。これは例えば東欧諸国であればロシアへの過度の依存というのを嫌うとい

う観点から原子力について非常に期待するということがありますし、エネルギーの自給とい

うことに非常に頼る、あるいはとにかく原子力は嫌である、など、パブリック、公衆の原子

力及びエネルギー政策への認識が相当程度違う、そのことが各国の政策の違いに大きく反映

しているということです。 

  それから、そういった違いがありながらも、福島事故後は安全性の一層の確保がヨーロッ

パ全体にとっても、また原発を維持する各国にとっても最重要の課題の一つとして位置づけ

られておりました。 

  また、原子力の研究開発や人材確保の問題は、脱原発国であれ推進国であれ、それぞれの

立場から強い関心が持たれていました。再生可能エネルギーのシェアの拡大は課題も多いで

すけれども、これはもうＥＵの指令においても決定事項であって、脱原発とかもちろんのこ

と、推進国であってもその推進に努める方向というのは何人かの方々から確認したところで

す。これはエネルギーミックスの観点から非常に重要だと思います。 
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  それから、多くの各国の政府関係者、ＥＵ関係者が、エネルギー効率の向上について触れ

ていましたけれども、電力需要の一層の抑制強化を長期的に行うという意味での節電のもた

らす効果については懐疑的な声が聞かれました。 

  そして最後ですけれども、ヨーロッパにおいて各国がこれだけ異なるエネルギー政策を選

択できるのは、ＥＵを基盤としている地域統合が、政治的及び経済的にかなりのレベルまで

達しているということ、これが前提であるという点に十分に留意する必要が今後あるのでは

ないかと考えた次第です。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  何か質問ありますか。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございました。最後の総括のところ、大変コンパクトにまとめ

ていただいたのですが、環境政策とエネルギー政策の関係をちょっとお聞きしたい。ＥＵで

は環境政策は多分ＥＵが権限を持っているのでしたっけ、要するに温暖化ガスを減らすとい

うことについての施策を各国側にある程度権限を持って言うことができると。その話と、エ

ネルギー政策は各国に任せていますよという、その辺のずれというか、この辺について何か

今後の温暖化対策とエネルギー対策について議論があったでしょうか。 

（大庭委員）今の点ですけれども、ＥＵにおいて各国に対して拘束力のある決定は２種類あり

ます。それはレギュレーションすなわち規制、そして指令と言われるものです。これは、方

向性は示す。例えば何十％ＣＯ２を削減するだとか、あるいは再生可能エネルギーを何年ま

でに何％にするだとか、今手元に正確な資料がありませんので、おおざっぱな説明になりま

すが、指令の場合はそのように目標を立ててこのような方針ですといったときに、実際のイ

ンプリメンテーションはすべて各国の裁量に委ねられます。レギュレーションの場合はその

レギュレーション自体が各国においてそのまま効力を発します。 

  レギュレーションで決めている部分よりは指令で決めている部分がエネルギー及び再生可

能エネルギーのシェアの拡大という点では非常に大きい、すなわちエネルギー政策について

は主に指令でＥＵとして采配しているという印象を受けました。 

  これは最初に書いてあるのですけれども、ＥＵのあり方は２００９年のリスボン条約によ

って相当変わったところがあって、これによってＥＵの権限は以前より強化されたと言われ

ております。そして、リスボン条約は、初めてエネルギー政策についての条項を盛り込んだ、

ＥＵ統合に関する条約です。だから、そういう意味では大前提としてヨーロッパ全体でエネ
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ルギー政策を考えてはいくんだけれども、しかしながら今のところはエネルギーベストミッ

クスを中心とするエネルギー個々の政策については各国の裁量に委ねられている、という二

重構造になっています。 

  エネルギー政策についての条項には再生可能エネルギーの拡大について記載がありますが、

原子力についての記載はありません。このエネルギーに関する条項を入れる過程でいろいろ

な議論があったと伺っています。ただ、ＥＵ関係者に聞きますと、当然原子力を否定はして

いないとのことです。すなわち、ＥＵの加盟国の中で多くが原子力の推進維持及び新規導入

ということを図ると、そのようにエネルギーセキュリティの強化という観点から多くの国々

が原子力の意地及び導入を図るということを、ＥＵは受け入れているということです。ヨー

ロッパ全体としてエネルギー安全保障の確保と、再生可能エネルギーの拡大を進めていくと

いうのがＥＵの立場だろうと思います。どこまで各国の政策を調整する力があるのかについ

てはＥＵはまだまだなのかなとも思いますが、他方で電力市場が相当自由化されていたり、

あるいは送電線網はヨーロッパ全体に広がっていてという、そういう実際の単一市場が存在

しているという経済的な観点からの統合はもう進んでおりますから、そういうことも勘案し

ながら各国がエネルギーベストミックスを決め、ＥＵがディレクティブなどを出してエネル

ギー政策の大まかな方向付けをしているという、複雑な構造が見られるということです。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございました。 

（近藤委員長）ほかに。 

  よろしいですか。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

（中村参事官）５番目の議題でございます。原子力防護専門部会の構成員につきまして、加藤

参事官補佐よりご説明いただきます。 

（加藤参事官補佐）それでは、お手元の資料第５号に基づきましてご説明させていただきます。 

  まずタイトルですが、原子力防護専門部会の構成員について（案）。原子力防護専門部会

の設置について（平成１８年１２月１９日付け原子力委員会決定）中別紙を次のとおり改め

る。 

  めくっていただきまして別紙でございますが、原子力防護専門部会の構成員のリストがご

ざいます。この構成員につきましてご説明させていただきます。現在、原子力防護専門部会

では本年４月にＩＡＥＡから発行された核セキュリティに係る勧告文書の規制への取組の検

討を行っております。本年１１月に放射線防護の専門家で原子力防護専門部会にご参加いた
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だいておりました小佐古専門委員が任期満了でご退任されました。このため、この構成員の

メンバーリストで申し上げますと、上から７番目にお名前がございますが、放射線防護にご

知見の深い東京大学大学院工学系研究科の高橋浩之教授に新たに原子力防護専門部会の専門

委員としてご参加いただくというものでございます。 

  ご説明は以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  いかがでございましょうか。よろしゅうございますか。 

  それでは、このように決定いたします。ありがとうございました。 

  その他議題ですが、事務局、何か。 

（中村参事官）議題は特に準備ございません。 

（近藤委員長）何かありますか。よろしいですか。 

  それでは、次回予定を伺って終わります。 

（中村参事官）事務局から事務連絡と次回予定をご説明させていただきます。資料６～８に第

３９回～４１回の原子力委員会定例会の議事録を添付してございますので、ごらんいただけ

ればと思います。 

  それから、次回、第５１回の原子力委員会定例会につきましては、１２月２７日、来週の

火曜日になりますけれども、１０時半からこの会議室になります。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）それでは、これで終わります。 

  どうもありがとうございました。 

―了― 


